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平成２１年度における

人事行政の運営等の状況をお知らせします

１ 職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の採用の状況

平成２１年度中の採用は１名でした。

（２）再任用の状況

平成２１年度の採用はありませんでした。

※再任用職員とは、高齢者雇用の推進等のため定年退職者等のうち改めて採用さ

れる職員であり、地方公務員法第２８条の４の規定により採用されるフルタイ

ム勤務職員と、同法第２８条の５の規定により採用される短時間勤務職員のこ

とをいいます。

（３）職位別任用状況

平成２２年３月現在、主幹相当以上の職の総数は２５人でした。

（４）職員の退職・再就職の状況

平成２１年度中の職員の退職は４名でした。

（５）部門別職員数の状況と主な増減理由

(各年４月１日現在)

職員数区 分

部 門 平成２０年 平成２１年
対前年増減数 主な増減理由

議会 １ １ ０

総務企画 ２１ ２１ ０

税務 ９ ９ ０

民生 ９ ９

衛生 ８ ７ △ １
衛生部門と介護保険

部門の事務の見直し

農林水産 ６ ５ △ １
農林業部門の事務の

見直し

商工 ４ ２ △ ２
観光担当業務の見直

し

土木 ７ ７ ０

一般行政部門

小計 ６５ ６１ △ ４

特別行政部門 教育 １８ １９ １
学校耐震化による業

務増

公営企業等会

計部門
国保等 ８ ９ １

介護保険部門の業務

増

合 計 ９１ ８９ △ ２

教育部門には、教育長を含みます。
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定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

（数値目標） 計画期間 平成 19 年度～22 年度

単位：人

部 門 増 減 18 19 20 21 22 計

減 員 △ 3 △ 3 △ 3 △ 9

増 員 1 1 1 3

増減数 △ 2 △ 2 △ 2 0 △ 6

一般行政

職員数 70 68 66 64 64 64

減 員 △ 1 △ 1 △ 2

増 員 0

増減数 △ 1 △ 1 0 0 △ 2
特別行政

職員数 19 18 17 17 17 17

減 員 0

増 員 0

増減数 0 0 0 0 0

公営企業

等会計

職員数 7 7 7 7 7 7

減 員 △ 4 △ 4 △ 3 0 △ 11

増 員 1 1 1 0 3

増減数 △ 3 △ 3 △ 2 0 △ 8
計

職員数 96 93 90 88 88 88

※職員数は、各年度 4月 1日現在の目標数とする。

※特別行政部門の教育部門における職員数は、教育長を含めた職員数である。

※退職予定者数は、前年度退職予定者数を次年度の減員に加算した。

（進捗状況）

部 門 増 減 18 19 20 21

増減数 △ 2 △3 △ 4
一般行政

職員数 70 68 65 61

増減数 △ 1 1
特別行政

職員数 19 18 18 19

増減数 0 1 1公営企業

等会計 職員数 7 7 8 9

増減数 △ 3 △2 △ 2
計

職員数 96 93 91 89
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２ 職員の給与の状況

（１）人件費の状況（普通会計決算）

区分
住基人口

H21.3.31

歳出額

Ａ

実質収支 人件費

Ｂ

人件費率

(B/A)

20 年度 8,178 人 2,801,051 千円 138,427 千円 690,741 千円 24.7％

（２）職員給与費の状況(一般会計予算)

給 与 費

区分

職員数

A 給料 職員手当 うち期末・勤勉

手当

計 Ｂ

1人当たり

給与費

21年度 88 名 332,085 千円 167,461 千円 131,793 千円 499,546 千円 5,677千円

（３）職員の平均給料（給与）月額及び平均年齢の状況

Ｈ21.4.1現在

一般行政職 技能労務職
区分

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

町 325,438 円 358,238 円 46.7 歳 225,520 円 231,020 円 47.3 歳

国 325,521 円 391,770 円 41.5 歳 285,548 円 322,737 円 49.2 歳

埼玉県 359,949 円 451,734 円 44.1 歳 366,253 円 421,687 円 53.0 歳

（４）一般行政職員の初任給・経験年数別平均給料月額の状況

Ｈ21.4.1 現在

初任給 経験年数 10 年以上 15 年未満 経験年数 20 年以上 25 年未満
区分

町 埼玉県 町 埼玉県 町 埼玉県

大学卒 161,600 円 178,800 円 259,800 円 297,037 円 331,933 円 389,932 円

高校卒 140,100 円 144,500 円 ― 円 249,533 円 284,200 円 338,537 円

※埼玉県職員は、経験年数 10年、20年の平均給料月額です。

（５）平成２０年ラスパイレス指数は ８７．７

ラスパイレス指数は、地方公共団体の一般行政職の給料額と国の行政職

給料表（一）の適用職員の俸給額とを、学歴別・経験年数別に対比させて

比較し算出したもので国を１００としたものです。

（６）級別職員数の状況

Ｈ21.4.1 現在

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 計

標準的な職務内容 主事 主任 主査 主幹 課長 参事

職 員 数 1 人 14 人 38 人 15 人 8 人 2 人 78 人
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構 成 比 1.3 % 17.9% 48.7% 19.2% 10.3% 2.6% 100.0%

教育長、医療職（５人）、技能労務職（５人）を除きます。

（７）職員手当の状況

基本的には、国と同じ制度になっています。

〇毎月決まって支給

扶養手当 ：①配偶者 13,000 円

②配偶者以外 6,500 円

住居手当 ：①借家等居住者⇒家賃に応じて支給（最高 27,000 円）

②持家居住者 ⇒5 年経過まで 2,500 円

通勤手当 ：①電車等利用者⇒運賃相当額

②自家用車等 ⇒距離に応じた定額

管理職手当 ：管理監督の地位にある職員に支給

支給割合は、職による（給料の 12％以内）

※20%を減額中

〇実績に応じ支給

時間外勤務手当：勤務時間外に勤務したとき

支給総額 3,626 千円20 年度

職員 1 人当たり支給年額 64 千円

宿日直手当 ：勤務 1 回につき 4,200 円

〇臨時に支給

区分 町 国

（20年度支給割合） （20年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

年間 2.75 月分 1.4 月分 計 2.75 月分 1.4 月分

期末手当

勤勉手当

職務の級等による加算措置あり 職務の級等による加算措置あり

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続 20年 23.5 月分 30.55 月分 勤続 20年 23.5 月分 30.55 月分

勤続 25年 33.5 月分 41.34 月分 勤続 25年 33.5 月分 41.34 月分

勤続 35年 47.5 月分 59.28 月分 勤続 35年 47.5 月分 59.28 月分

退職手当

最高限度額 59.28月分 59.28 月分 最高限度額 59.28月分 59.28 月分

○ 制度なし 地域手当、特殊勤務手当

（８）特別職の給与・報酬等の状況

Ｈ20.4.1 現在

区分 給料月額等

給料町長 420,000 円（700,000 円）
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教育長 459,000 円（540,000 円）

議長 247,000 円

副議長 193,000 円
報
酬

議員 177,000 円

町長

教育長

3.1 月分

（10%加算措置有）

議長

副議長

期
末
手
当

議員

3.1 月分

（15%加算措置有）

※町長、教育長の（ ）内は、特例減額措置前の額

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の概要

１週間：38 時間 45 分 原則 月曜日から金曜日

8:30 12:00 13:00 17:15

休憩時間

なお、第 1、第 3 金曜日１９時まで税務課と町民福祉課の窓口を開庁している

ため、時差勤務を行っています。また、中央公民館も、２１時まで開館している

ため時差勤務を行っています。

（２）休暇制度の種類・概要等

年次有給休暇：１年につき最高２０日間付与されます。

病 気 休 暇：勤労意欲があっても負傷又は疾病のために勤務することができない職員に対

し、医師の証明等に基づき最小限度必要と認められる期間、治療に専念させ

る目的で設けられた有給の休暇です。

特 別 休 暇：忌引など特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合に認めら

れる有給の休暇です。

介 護 休 暇：配偶者、子、職員又は配偶者の父母などの親族で負傷、疾病又は老齢により

２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障がある者を介護するため、勤務

しないことが相当であると認められる場合における無給の休暇です。

（３）年次有給休暇の取得状況

期 間 取得日数

H21.1.1～H21.12.31 １０．8 日

H20.1.1～H20.12.31 １０．9 日

（４）育児休業等の取得状況

育児休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その３歳に満たない子を養育

するため、子が３歳に達する日までの期間を限度として、職務に従事しないこと

を可能とする制度です。育児休業をしている職員については、給与は支給されま

せん。
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一方、部分休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その３歳に満たない子

を養育するため 1日の勤務時間の一部（２時間を限度）について勤務しない制度

で、休業した期間の給与は減額されます。

平成２１年度に育児休業を新規に取得した職員は、３名でした。

（５）時間外勤務の状況

平成２１年度における一般職員の月当たり平均時間外勤務時間は、２時間となっ

ており、平成２０年度（２時間）と比べ、ほぼ変化ありません。主な、時間外勤

務の内容は、税の賦課事務、時間外における各種会議･イベントの事務などです。

なお、四半期ごとの時間外勤務は、下表のとおりです。

（単位：時間）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年間

421.5 372.5 332.0 533.5 1,661.5

４ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況

平成２１年度において、分限処分を受けた者はいませんでした。

（２）懲戒処分の状況

平成２１年度において、懲戒処分を受けた者はいませんでした。

５ 職員の服務の状況

（１）職務専念義務免除の状況

研修を受ける場合や厚生事業に参加する場合その他任命権者が定める場合に、任

命権者の承認を得て、職務専念義務が免除されることがあります。

平成２０年における承認件数は、総合検診を受診する場合３８件、昇任試験を受

験する場合７件、消防団用務５件となっています。

（２）営利企業等従事の許可状況

職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする会社等の役員を兼ね

たり、報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事等してはならないとされてい

ます（地方公務員法第３８条）。

平成２１年度における許可は１件で団体役員となっています。

６職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）研修の概要

平成２０年度に実施した研修は、合計で２０コースあり、延べ研修人員は７３人

です。

（２）職員の勤務成績の評定方法及び活用方法等の概要等

当町において実施している評価制度の概要は、以下のとおりです。

【勤務評定の方法】

職員が担当する事務の種類及びその複雑性と責任の度に応じて判定しています。

【評定の種類及び時期】
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定期評定と特別評定とし、定期評定は、毎年３月１日及び 9月 1日を基準日と

し、特別評定は、条件付採用期間中の職員が５箇月経過したときに実施します。

【対象者】

原則として、すべての常勤職員（技能労務職を除く。）を対象としています。

【評定の措置】

任命権者は、勤務評定の結果に応じた適切な措置を講じ、成績良好な職員につ

いては、これを優遇し、及び活用するとともに、成績良好でない職員については、

執務上の指導研修の実施、配置転換その他適当と認める措置を行っています。さ

らに、この結果は、勤勉手当や普通昇給の査定に活用しています。

７職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）福利厚生制度の概要

職員の共済制度を運用・実施する主体は、埼玉県市町村職員共済組合です。

その他の福利厚生制度として、職員のための任意の互助組織として「職員親睦

会」を組織し、福利厚生事業やレクリエーション事業を実施しています。

（２）福利厚生制度に係る町の負担状況

共済組合の事業を運営する費用は、組合員である職員の掛金と使用者である町の

負担金によって賄われています。町の負担金の率は法定されており、平成２０年度

は９１，１６０千円の負担金を支出しました。

なお、職員検診の費用として２５６千円支出しましたが、職員親睦会へは補助金

は支出していません。

（３）公務災害の発生状況

平成２１年度に公務災害又は通勤災害の申請・認定は、２件ありました。

公平委員会の業務の状況

１ 勤務条件に関する措置の要求の状況

平成２０年度の措置要求案件はありませんでした。

※ 措置要求：職員が、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対し

て、地方公共団体の当局により適当な措置が執られるべきことを要求すること。

２ 不利益処分に関する不服申立ての状況

平成２０年度の不服申立て案件はありませんでした。

※不利益処分：職員の地位又はその身分取扱に関する不利益な処分

懲戒処分（免職・停職・減給・戒告）、分限処分（免職・休職・降給・降任） 等


